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Ⅰ 統一論題報告

グローバル時代における会計・監査研究の行方
～CrossCountry研究に注目して～

胡 丹

名古屋大学

モノ・カネ・ヒトのみならず，会計制度を含む制度までもが自由

に国境を越えて移動する経済のグローバル時代において，会計・監

査研究の領域で注目されてきているのがCrossCountry研究である。

CrossCountry研究は，従来の比較制度分析をも包容するが，他国

のデータ（財務数値・実験数値・アンケート数値等）を取得し，定

量的に分析することも踏まえるものであると考えられる。

国内外の現状では，グローバル的なデータ・ベースの構築・拡充

を背景に，CrossCountry研究が盛んになりつつあるように見受け

られる。また，先行CrossCountry研究の分析からは，監査領域に

おける研究の関心が①法体制，②監査報酬，③監査の質，④利益の

質，⑤企業特性および⑥監査市場，また会計領域における研究の関

心が①利益の質，②ディスクロージャー，③経済的帰結，④法体制

および⑤「○○GAAP」対「IFRS」のキーワードに集約できると考

えられる。監査・会計研究領域のCrossCountry研究は，法学・政

治学・経済学や産業組織学の研究領域と重なっており，また，監査

領域の研究における「ディスクロージャー」と「経済的帰結」をキー

ワードとする研究が期待される。

CrossCountry研究に対する将来展望・提言において，一般論と

して，会計基準の基準間の差異への理解，企業別・国別の機関的特

徴への熟知およびその上での実際のリサーチ・デザインでの細かな

配慮（コントロール）の研究設計が期待される。また，注意してお

くべきは，CrossCountry研究でなくとも，単一の国を研究対象と

する研究でも，国際的な示唆を提示する研究もあるということであ

る。さらに日本の研究者にとってCrossCountry研究への取り組み

は，大きなチャンスであり，チャレンジである。
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Ⅰ はじめに

モノ・カネ・ヒトのみならず，制度（市場

経済，企業組織，金融システムなど）までも

が自由に国境を越えて移動する経済のグロー

バル時代に突入していると言われているが，

その時代にふさわしい会計・監査研究の行方

は会計・監査の研究者にとっての関心事であ

る。2011年のアメリカ会計学会の年度大会に

おけるコンカレント・セッション「Challenges

andOpportunitiesinCross CountryAc-

countingResearch（CrossCountry会計研

究における挑戦および機会）」に掲げている

「CrossCountryAccountingResearch」と

いうキーワードは，こうした会計・監査の研

究者にヒントを与えるかもしれない。年度大

会のセッション内容がその後論文となって，

2013年3月のAccountingHorizons誌に公

表された。本稿は，このアメリカ会計学会

の年度大会での中心テーマとして掲げた

「CrossCountry」研究を取り上げ，それに

注目しながら，グローバル時代における会計・

監査研究の現状への分析と行方への考察を課

題とする。

一方，CrossCountry研究は，従来の会

計・監査制度などにおける比較研究とは異な

るかという疑問が生じるかもしれない。筆者

の理解では，グローバル時代において，1つの

学術研究が 1つの国のみを対象とせず複数

の国を跨いでの分析・検討は，この「Cross

Country」会計・監査研究を意味している。

その意味では，従来の「多国間比較研究」な

どの言葉と同義であるとも考えられる。ただ

し，CrossCountry研究は，伝統的な記述

型の制度分析に加え，多国のデータを取得し

定量的に分析するという新しい会計・監査分

析手法の潮流を加えたものも含んでいる。そ

の意味では，アメリカ会計学会などにおいて，

従来の多国間比較研究などの言葉とは別に，

CrossCountry研究と名がつけられたと推

測できる。

本稿では，まずⅡ節で，CrossCountry研

究の国内外の現状を確認・分析するとともに，

代表的な先行研究をレビューする。次にⅢ節

で，CrossCountry研究をデザインすると

きの注意点を考察しながら，そのデザイン・

フレームワークの提示を試みる。さらにⅣ節

で，CrossCountry研究の将来における可

能性を探り，日本における当該研究を用いる

会計・監査研究の行方を展望する。最後にⅤ

節で，本稿の論点をまとめ，将来研究におけ

るオープン・クエスチョンを提示する。

Ⅱ CrossCountry研究の国
内外の現状分析と先行研究
のレビュー

図表 1は Cross-Country研究の国内外の

現状を示している。トムソン・ロイター社の

検索エンジンによれば，監査や会計分野にお

いて，諸外国文献数はそれぞれ340件，904

件であり，また各分野の日本文献数はCinii

によれば，それぞれ109件，691件である。

CrossCountry研究において，会計分野の

文献が日本でも諸外国でも監査分野より多い

ことが分かる。また，最も初期の先行研究に

おいては，日本の文献が諸外国より若干早い

時期に出現していることが見受けられる。そ

の理由として，日本において第 2次世界大

戦後の社会的要請からCrossCountry研究

の一種である比較研究が始まっていたからで

あると推測される。

図表2と図表3は，図表1の「論文一覧」
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の行で取り上げた先行研究をそれぞれ「監査

研究領域」と「会計研究領域」に分け，つぶ

さに詳細を明らかにしようとするものである。

確認できるように，たとえばCompustatデー

タ・ベースのグローバル版であるCompustat

Globaldatabaseなどのグローバル的なデー

タ・ベースの存在は，研究者が研究を行う上

での素材となっている（2）。

図表 2からは日本における先行研究が主

に監査研究領域の固有テーマ（たとえば，コー

ポレート・ガバナンス，ゴーイング・コンサー

ン，監査委員会制度や監査の質）を扱ってい

ることがわかる。また主に諸外国の監査領域

における先行研究をレビューしていくと，研

究の関心が①法体制，②監査報酬，③監査の

質，④利益の質，⑤企業特性および⑥監査市

場の 6つのキーワードでまとめることがで

きる。

「監査報酬」に関する研究は，監査領域に

おける特有なテーマへの研究であると考えら

れる。既に監査研究者（たとえば，Simunic

［1980］;Dye［1993］）が監査報酬を決定す

るモデルを提起している。CrossCountry

研究にはこれらのモデルを元に，新しい要素

（たとえば法体制や重複上場）を入れること

で，新しいモデルを立て，CrossCountry

のリサーチ・クエスチョンに即した分析が行

われていた（たとえば，Choietal.［2008］;

［2009］）。

「監査市場」に関する研究も，監査領域に

おける特有な研究になる。たとえば，Francis

etal.［2013］は42カ国の監査市場を対象に，

監査市場の集中度合いの利益の質に対する影

響を分析した。特定の産業市場への分析，寡

占状態市場への分析が産業組織学や経済学に

おいて永遠のテーマであると想起すれば，監

査市場への研究は，監査研究・産業組織学や

経済学の研究領域が交わったところにある研

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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図表1 CrossCountry研究の国内外の現状

出所：筆者作成。

注：「論文一覧」の作成基準：①「WebofKnowledge」「Cinii」の論文の検査結果；②2000年以降の論文；③諸外国の

文献については，TheSocialSciencesCitationIndex（SSCI）（1）ジャーナル論文である。
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図表2 監査研究領域におけるCrossCountry研究の先行研究

出所：筆者作成。



究であると理解できる。

6つのキーワードのうちの2，3を組み合わ

せた研究も見受けられる。たとえば，Khurana

andRaman［2004］が法体制の違いを背景

とする監査の質（Big4に対して認識された

もの）への分析；Kwonetal.［2007］が監

査の質（監査人が産業スペシャリストである

こと）と利益の質と法体制の3つの要素を

同時に検証；FrancisandWang［2008］が

利益の質と法体制と監査の質（Big4の選択）

を検証；Jaggietal.［2012］が利益の質と監

査の質（監査人が産業スペシャリストである

こと）と法体制を取り上げ；Guletal.［2013］

が法体制，企業特性と監査の質（Big4の選

択）を選択し分析した。これらの研究が監査

領域の研究であるが，会計の研究領域とも関

わりあって，「利益の質」や「企業特性」を

キーワードとするリサーチ・デザインが多い。

一方，日本では監査時間を扱う研究が目立つ

（伊藤［2004］；町田［2005］；［2012］）。

先行研究の束を眺めてみると，国の法体制

の違いに着目した監査研究が学者たちによっ

て進められていることがわかる。法体制の違

いという視点は，（後にも触れるが）監査研

究領域に関わらず，会計領域にも存在する研

究視点である。また法体制に対する研究が政

治学や法学の研究領域でもあることから，こ

のテーマに対する研究は，会計・監査領域の

研究が政治学や法学の研究領域と重なる研究

であると認識できる。

2000年以降の監査領域における Cross

Country研究の重要な研究成果のポイント

を 6つのキーワードに落とし込みながら総

括・列挙すると，下記のように挙げられる。

＜法体制＞

・法体制が強い国（米国）のみ，大監査法

人がよりよい監査の質を提供していることを

示唆（KhuranaandRaman［2004］;Francis

andWang［2008］），社齢が短く中小企業・

担当するアナリストが少ないという企業特性

を持つ企業が大監査法人に監査を担当させる

ことで，負債コストの削減に寄与でき（Gul

etal.［2013］），また法体制の弱い国におい

て，特に高い監査の質（産業スペシャリスト

の監査人による監査を受ける）が高い利益の

質につながる（Jaggietal.［2012］）。

＜監査の質＞

・監査の質が高い（産業スペシャリストの

監査人による監査を受ける）企業ほど，利益

操作を抑制できるが，法的環境が弱い国ほど，

その抑制作用が強くなる（Kwonetal.［2007］）。

・海外の監査時間数は概ね日本の1.12.8

倍で（伊藤［2004］），また特に日本の内部統

制評定にかかる時間が少ない（町田［2005］）。

＜監査報酬＞

・監査報酬におけるBig4プレミアムは法

体制の強い国ほど少なく，また，全体的に

中小企業において顕著である（Choietal.

［2008］）。

・本国より法体制の強い国への重複上場を

した場合のみ，その企業においては，監査報

酬プレミアムが存在する（Choietal.［2009］）。

・日本の監査報酬の低廉が時間当たりの報

酬額の差によるものでなく（町田［2005］），

監査時間の少なさ，特に内部統制評価や品質

管理時間の少なさに起因する（町田［2012］）。

＜監査市場＞

・大監査法人が監査市場の大きいシェアを

持つほうが利益の質へ貢献するが，それらの

大監査法人間の市場シェアが均等でなければ，

利益の質が落ちる（Francisetal.［2013］）。

図表3は，「会計研究領域」におけるCross

Country研究をまとめている。日本の先行

研究には「会計研究領域」特有なテーマ（た

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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図表3 会計研究領域におけるCrossCountry研究の先行研究



とえば，概念フレームワーク，減損，管理会

計システム，企業結合会計，中小会計）を他

の国やIFRSと比較することで検討するとい

うスタイルが多いように見受けられる。また，

主に諸外国の会計領域における先行研究をレ

ビューしていくと，研究の関心が①利益の質，

②ディスクロージャー，③経済的帰結，④法

体制および⑤「○○GAAP」対「IFRS」の

5つのキーワードにまとめることができる。

「○○GAAP」対「IFRS」に関する研究は，

詳細な会計基準そのものの違いが起点になっ

ていることから，会計領域特有なテーマに対

する研究であると考えられる。Ashbaugh

andOlsson［2002］がそのキーワードの範囲

において，モデルの適合性を確認し，また

Langetal.［2006］が利益操作という視点か

ら検証し，さらに Henryetal.［2009］や

Barthetal.［2012］がそれぞれその差や比

較可能性（利益の質の一種とも考えられる）

の差について分析した。日本においては，胡

［2005］および増村［2005］は，U.S.GAAP

に基づく財務諸表および日本基準への調整表

が日本企業から公表していることに注目し，

その調整項目や増分情報内容などを検証した。

加えて，胡［2003；2010］は，中国GAAP

あるいはドイツGAAPとIFRSに基づく財

務情報の価値関連性の比較に焦点を合わせた。

「ディスクロージャー」と「法体制」は

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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出所：筆者作成。



「法体制」としてもまとめられるが，会計領

域においての「ディスクロージャー」そのも

のの重要性から，ここでは別のキーワードと

して取り扱う。これらに関する研究は，前述

したように，政治学や法学の研究領域と重な

る部分がある。具体的には，Hope［2003］

がアナリスト予測の正確性（利益の質の一種

とも考えられる）とディスクロージャーと法

体制のそれぞれの関係について分析し，また

Frostetal.［2006］が証券取引所のディスク

ロージャー・システムの強さと市場の発展具

合との関係について分析した。

「法体制」とその他のキーワード，たとえ

ば「利益の質」を組み合わせたリサーチ・デ

ザインもある。たとえば，Balletal.［2003］，

Leuzetal.［2003］およびShimaandGordon

［2011］はそれぞれ法体制の世界的違いを背

景とし，（会計基準そのものがコモン・ロー

のグループに属するが，法の施行力が弱いか

もしれない）東アジアの4つの国を分析対

象とし，各国の利益操作の差異や投資行動に

ついて分析した。

また世界的にIFRS導入の「経済的帰結」

は，経済学の研究領域と重なり，また学術的

にも興味深いテーマになる。Daskeetal.

［2008］は，そのニーズに応えた研究であり，

彼らは，市場流動性，事前的資本コスト（ex

antecostofcapital）およびトービンQの3

つの側面から，IFRS導入による経済的帰結

を検証した。

2000年以降の会計領域における Cross

Country研究の重要な研究成果のポイントを

上記 5つのキーワードに落とし込みながら

総括・列挙すると，下記のように挙げられる。

＜「○○GAAP」対「IFRS」＞

・「USGAAP」対「IFRS」における利益

および純資産の差異が減少したが，調整項目

には価値関連性が認められ（Henryetal.

［2009］），利益および純資産を同時に扱うモ

デルとしてUSGAAPに基づく財務情報が

IFRS（日本）のものより当てはまりが良く

（AshbaughandOlsson［2002］；増村［2005］），

また米国企業の会計数値のほうに価値関連性

が高いが，コモン・ロー国所在の企業との差

がなく（Barthetal.［2012］），さらに重複

上場企業のうち，調整表作成者の株価への関

連性が USGAAP（のみ）準拠者より低い

（Langetal.［2006］）。

・日本基準準拠利益のほうが USGAAP

準拠利益より保守的であり，その差が有意，

また USGAAP（日本）準拠利益を所有と

し，日米（米日）利益相違額の増分情報内容

が一部分ある（ある）こと（増村［2005］）

が確認され，その差の内容である調整項目の

うち，役員賞与調整項目や事業税及びリース

取引に有意性が認められ，日本の市場関係者

がそれらの差異に対する知識があることが確

認されたが，減損損失調整項目の価値関連性

が認められなく，市場関係者が減損会計にお

ける日米の差異がないと認識していると示唆

（胡［2005］）。

・（1994 1999年）IFRSに基づく利益お

よび純資産が中国GAAPのものより保守的

であり，利益および純資産を同時に扱うモデ

ルに中国 GAAPに基づく財務情報が IFRS

のものより当てはまりが良いが（胡［2003］），

同モデルの下，（20002005年）IFRSはドイ

ツGAAPより当てはまりが良い（胡［2010］）。

＜ディスクロージャー＞

・企業のディスクロージャーのレベルが，

（利益の質の一種である）アナリスト予測の

正確性と有意に正の関係にあり，担当するア

ナリストが少ないとき，その正の関係がさら

に強くなる（Hope［2003］）。
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・証券取引市場のディスクロージャー・シ

ステムの強さは，証券取引市場の所在国の市

場の発展具合と正に関係する（Frost［2006］）。

＜法体制＞

・一般的に法体制の強い国においてほど利

益操作の水準が低く（Leuzetal.［2003］），

アナリスト予測の正確性が高い（利益の質が

高い）（Hope［2003］），利益の質には会計基

準自体の質だけでなく，その国の法の施行力

も影響を及ぼし（Balletal.［2003］），法的

環境（特に施行力）が強い国ほど，米国投資

者はその国への投資を増やす（Shimaand

Gordon［2011］）。

＜経済的帰結＞

・市場流動性の側面に関するIFRS導入の

経済的帰結では，その改善が観測された

（Daskeetal.［2008］）。

図表4は，上記の監査領域および会計領

域研究における先行研究から浮かび上がった

キーワードと他の分野研究との位置づけを

示している。図表4の通り，監査と会計の

CrossCountry研究と法学・経済学・産業

組織学や政治学の研究領域と交わっている。

特に，監査領域の研究において，「ディスク

ロージャー」と「経済的帰結」をキーワード

とする先行研究が現段階において筆者の知る

限りほとんどないことから，これらをキーワー

ドとするCrossCountry研究を手がけるこ

とが期待される。

Ⅲ CrossCountry研究のデ
ザイン・フレームワーク

CrossCountry研究の国内外の現状や先

行研究のレビューをⅡ節で行ったので，Ⅲ節

ではCrossCountry研究をデザインすると

きの注意点を考察しながら，そのデザイン・

フレームワークの提示を試みる（図表5を

参照。）。なお，注意点の考察時において，Ⅱ

節で概説した先行研究を最大限に活用する。

研究者がCrossCountry研究をデザイン

するとき，既にⅡ節の先行研究からもわかる

ように，国ごとの文化，法体制や政治体制の

相違という研究背景に直面する。したがって，

研究者がこれらの事情を踏まえ，リサーチ・

クエスチョンを創造的に作り，明確な予測を

立て，実行可能なリサーチ・デザインを構築

しなければならない。

＜リサーチ・クエスチョン＞

リサーチ・クエスチョンを作るには，図表

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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図表4 CrossCountry研究の研究キーワードと各研究領域の関係～既存の先行研究から

出所：筆者作成。



5に示すような4点を踏まえることが必要条

件であるといえる。それらは，①この研究は

どの利害関係者（財務諸表の作成者，監査人，

規制当局あるいは利用者）の立場に立ってい

るか，②会計手法と選択がなぜ（その研究対

象とする）国々によって違うか，③企業の基

礎的活動の国別の違い，④それらの国におい

て資本市場と債権市場が等しく効率的か，の

4点である。

＜リサーチ・デザイン：研究主体の選択＞

また，リサーチ・デザインという視点をさ

らに（1）研究主体の選択，（2）方法論，（3）

データ選択および（4）その他の4つの側面

から分けることができる。研究可能性という

実践的な視点があるが，理想論的には，リサー

チ・クエスチョンの下，研究主体を選択しな

ければならない。その選択がCrossCountry

研究の場合は，①なぜ1つの国でなく，い

くつかの国を調査するのかということを明確

に，②研究主体の機関的特徴を把握するとと

もに，③その特徴が時間とともに変化するか

について確認しておく必要がある。

たとえば，Frostetal.［2006］は，リサー

チ・クエスチョンとして証券取引所のディス

クロージャーとその証券取引所が所在する国

の市場の発展具合との関係を検証したため，

1つの国でなく，いくつかの国を調査する必

要性が出た。また，彼女らは研究主体である

各証券取引所のディスクロージャーと各国の

市場の発展具合の機関的特徴やその時間の変

化を捉えるため，まず国際取引所連合（WFE，

前身FIBV）の調査票や各証券取引所のHP

などから最初の12個のディスクロージャー

の変数を作り，その後その集計変数と3つ

のサブ集計変数を用いて研究主体のディスク

ロージャーの機関的特徴を考慮した測定に挑

んだ。またGDP，国内上場企業数，その年

のIPO企業数という伝統的な市場の発展具

合の変数に加え，市場活動（流動性）を表す

取引数や取引量計 5つの変数の平均として

計算されるものを用いて各国の市場の発展具

合を測る。逆に言うと，これらのリサーチ・

デザインができたのも，研究主体の機関的特

徴に対する理解がなければ成し遂げられない

ものであろう。

＜リサーチ・デザイン：方法論＞

方法論の要素に関しては，研究主体の選択

が1つの国であれば，同じ国を土台とする

企業レベルの分析になるが，いくつかの国で

あれば，企業レベル＋国レベルの分析になる

と考えられる。また，ここで考慮しておかな

ければならないのが，機関的特徴のコントロー

ルであろう。企業レベルの分析であるとすれ

ば，その企業がおかれている国レベルの機関

的特徴に加え，その企業が所在する産業や規

模，様々な企業レベルの機関的特徴をコント

ロールする必要があるかについて，検討して

おく必要性がある。

Choietal.［2009］のリサーチ・デザイン

から，しっかりと企業レベルと国レベルの機

関的特徴のコントロール変数を分けていると

ころは参考になるかもしれない。（図表2で

も確認できるように）彼らが法体制の違う国

での重複上場における監査報酬のプレミアム

について分析するために，監査報酬を被説明

変数，法体制や重複上場とそれらの交差項な

どを説明変数とする回帰分析を基本モデルと

した。そこで生じてくる問題として，基本モ

デルの中に，どのように企業レベルと国レベ

ルの機関的特徴のコントロール変数をいれる

かである。彼らがそこで総資産の自然対数，

新増資・損失報告や大監査法人による監査の

有無，セグメント数などを企業レベル，GDP，

外国直接投資額，ディスクロージャー・レベ
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ルを表す変数（CIFAR調査より）や大監査

法人の独占具合を国レベルのコントロール変

数として使っており，その理由も克明に記し

た（Choietal.［2009］,pp.14371439）。

＜リサーチ・デザイン：データ選択＞

データ選択に関して，①限られたデータし

かない場合どうするか，②国別による企業の

サイズや産業の構成の違いをどう克服するか，

③ランダム・サンプルの利用の可能性につい

ての検討，④形式や言語の違い，の4点を

考慮することが有効と思われる。データが

有限であるということが研究に制限をかける

ことになるが，リサーチ・クエスチョンに即

したデータ選択であれば，問題がないと考え

られる。たとえば，AshbaughandOlsson

［2002］がSEAQ国際資本市場上場の15カ

国62個，町田［2005］が日・英・米3カ国

それぞれ46，33，30個，Henryetal.［2009］

がEUの14カ国75個，いずれも100個の

サンプルを下回っているが，データ選択が適

切だったと思われる。

また，企業のサイズや産業構成の違いは時

には方法論の中の企業規模や産業ダミーのコ

ントロール変数の設定により解決できる。ま

た，産業構成の違い，形式や言語の違いは，

同一（産業や国）データ・ベースの選択によ

り回避できよう。

Ⅳ CrossCountry研究の将来
展望＆提言：チャレンジと
チャンス

＜一般論＞

会計・監査領域の国際的な研究の研究機会

が豊富である。進行中の会計基準の統一化，

多国籍企業や資本市場の増殖はこの領域への

公衆の興味を引き寄せている。CrossCountry

における会計プロセス・ディスクロージャー

の差異や，その差異の帰結に対する理解に関

する研究成果は常に社会の関心を集めている。

進行中の会計基準の統一化の流れを汲むこと

で，会計基準の統一化を研究する研究者は，

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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図表5 CrossCountry研究のデザイン・フレームワーク

出所：筆者がGordonetal.（［2013］,p.148）を参考に作成。



Ⅲ節でも述べたように，時間をかけて，基準

間の差異を理解し，統一化された基準の実行

に影響する企業別あるいは国別のファクター

をコントロールした上でのリサーチ・デザイ

ンをするべきである。

インターネット，報道や学術的な研究成果

を通じて世界経済に関する情報が溢れている

今，研究者が研究デザインをするときに，制

度的特徴の粗い広範な指定のみならず，社会

経済における更なる特定的な指定（コントロー

ル）が必要になるだろう。たとえば，Jaggi

etal.［2012］は，広範な制度的特徴である

国の「法的環境」のみを考慮するのをやめて，

その法的環境をさらに「法自体の厳密さ」と

「法の執行の厳密さ」の2つの側面から細分

し，社会経済における特定的な指定を研究デ

ザインに織り込むことに成功し，読者に新た

な洞察眼と結果を提供したのである。

ただし，注意しなければならないのは，

CrossCountry研究でなく，単一の国を研

究対象とする研究でも，国際的な示唆を提

示する研究もあることである（たとえば，

Blokdijketal.［2006］;GassenandSkaife

［2009］）。重要なのは，単一の国で提示され

た証拠でも，類似した資本市場・法的環境や

ディスクロージャー規制を持つ他の国におい

て示唆があることである。一方，研究者は，

単一の国の設定における発見が他国への示唆

を認識しないで研究を進めていると，その研

究成果を目にする読者はその研究の国際的意

義や普遍性に疑念を持つかもしれない。した

がって，研究者は自身の研究の他国への示唆

や世界的学界における意義を十分に留意して

研究を進めるべきであろう。

＜日本の研究者にとって＞

日本の研究者は，国際的なデータ・ベース，

たとえば，CompustatGlobalDatabase,

Datestream,Mergent,Osiris,S&PCapital

IQCompustat,WRDS（WhartonResearch

DataServices）のアクセス権を購入し，大

がかりなデータを使うCrossCountry研究

が可能であると思われる。たとえば，胡

［2010］はMergent社のデータベースを使っ

て，ドイツ企業の財務情報を入手し，「ドイ

ツGAAP」対「IFRS」に基づく財務情報の

価値関連性を検証することができ，広範に興

味を引く「○○GAAP」対「IFRS」の財務

情報有用性という題材に触れることができた。

国際的なデータ・ベースがなくとも，国際

的な調査や実験研究を手がけることや他国の

研究成果と比較することも可能であると考え

られる。たとえば，町田［2005；2012］は，

それぞれ日・米・英の実験研究や日・米の実

態調査研究を手がけ，内部統制や監査時間

（監査の質の一種）という監査領域における

ホット・トピックス的な研究を進められた。

また，加賀谷［2014］は，日本におけるア

ンケート調査をDichevetal.［2013］のもの

を参考に実行し，彼らの研究結果や背景とな

る日米における財務報告のニーズの違いを検

討しながら，実証的会計研究におけるイノベー

ションの探求という喫緊で重要なテーマに迫っ

た。

また，日本を題材にしても，国際的な示唆

を学界や実務界に与えられれば，十分に国際

的に活躍できるチャンスがあると考えられる。

たとえば，Herrmannetal.［1996］は，日

本の財務諸表を米国GAAPに準拠して再表

示するメリットを探ることで，日本を題材に

しながら，当時の非米国企業の米国上場時に

おける問題：米国GAAPに調整表を出すこ

とについての是非に示唆を与えた。また，

SkinnerandSrinivasan［2012］は，日本と

いう訴訟リスクが低い国という特徴・背景を
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強調し，2006年カネボウ事件で担当監査人

のレピュテーションが著しく破損したケース

を取り上げ，監査の質を維持するための監査

人のレピュテーション・インセンティブとい

う普遍なテーマに対して検証し，証拠を提示

した。

さらに，日本の研究者は，国際的なデータ・

ベースでなくても，他国のデータ・ベースを

利用することで，2カ国間のCrossCountry

研究を行える。たとえば，Herrmannetal.

［2000］は，Compustatと日本のNEEDSデー

タ・ベースからそれぞれ米国と日本のデータ

を入手し，世界の2大証券市場という位置

づけをした米国と日本に上場している小売業

と製造業について，利益構成要素の持続性と

予測正確性を検証した。その結果，日米とも

に利益を構成要素に細分類したほうが利益の

予測正確性の改善が見られ，特に，その改善

が日本よりも米国のほうが大きいことがわか

り，詳細なガイドラインによる利益の細分類

をサポートする体制の重要性という普遍的な

示唆を与えた。

Ⅴ 総括～将来研究へのオープ
ン・クエスチョンも取り上
げながら

本稿では，グローバル時代における会計・

監査研究の行方を検討すべく，CrossCountry

研究に注目し，既存の研究実態を分析して，

CrossCountry研究の今後のデザイン・フ

レームワークの提示を試み，将来における研

究の可能性についての検討を重ねてきた。分

析してきた要点を下記のようにまとめる。

（1）CrossCountry研究は経済のグロー

バル化を背景としながら，国際的なデータ・

ベースの整備に伴い，たとえば，米国におい

て将来的に有力な研究ストリームの 1つと

して認識されるようになった。

（2）既存のCrossCountry研究をまとめ

てみると（図表1），監査領域における研究

の関心が①法体制，②監査報酬，③監査の質，

④利益の質，⑤企業特性および⑥監査市場の

6つのキーワードに集約でき（図表2），ま

た会計領域における研究の関心が①利益の質，

②ディスクロージャー，③経済的帰結，④法

体制および⑤「○○GAAP」対「IFRS」の

5つのキーワードにまとめられる（図表3）。

そこから先行研究で未開拓であるように見受

けられる，監査領域の研究において，「ディ

スクロージャー」と「経済的帰結」をキーワー

ドとするCrossCountry研究を手がけるこ

とが期待できるかもしれない。監査・会計研

究領域のCrossCountry研究は，法学・政

治学・経済学や産業組織学と研究領域が重なっ

ている（図表4）。

（3）CrossCountry研究のデザイン・フ

レームワークには，まず，創造的なリサーチ・

クエスチョンが必要で，また，実行可能なリ

サーチ・デザインを構築しなければならない。

さらにリサーチ・デザインという視点をさら

に①研究主体の選択，②方法論，③データ選

択および④その他の 4つの側面から分ける

ことができる（図表5）。

（4）CrossCountry研究の将来展望・提

言において，一般的に，国際的に進行中の会

計基準の統一化・多国籍企業や資本市場の増

殖を背景とするCrossCountry研究が盛ん

になることが予測されるが，会計基準の基準

間の差異への理解，企業別・国別の機関的特

徴への熟知およびその上での実際のリサーチ・

デザインでの細かな配慮（コントロール）の研

究設計が必要である。一方，CrossCountry

研究でなくとも，単一の国を研究対象とする

グローバル時代における会計・監査研究の行方
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研究でも，国際的な示唆を提示する研究もあ

ることに注意して研究に取り込むべきであろ

う。

（5）CrossCountry研究への取り込みは，

日本の研究者にとって大きなチャンス（チャレ

ンジ）である。研究者は国際的あるいは他国

のデータ・ベースの購入・利用によりCross

Country研究が可能であろうし，また国際

的な調査や実験研究を手がけることや他国の

研究成果と比較することもCrossCountry

研究を進める上で有効であるかもしれない。

最後に MaryE.Barthが 2008年の The

AccountingReviewに載せた「グローバル

財務報告：米の学者への示唆」（3）にあるオー

プン・クエスチョンのうち，CrossCountry

研究と関係あるものを提示し（図表6），今

後の研究への期待を込めることで，本稿の結

びとしたい。

＜注＞
（1）トムソン・ロイター社が提供するSSCIジャー

ナル・リストは，下記のHPより取得できる。

http://wokinfo.com/products_tools/

multidisciplinary/webofscience/ssci/

（ 2）Standard& Poor・s社の CompustatGlobal

データ・ベースは，1987年からサービス提供

を開始しているものであり，世界5万社を超

える企業の財務情報と市場データを提供し，

世界の株式市場の90％をカバーしているとい

う。下記のHPよりそのカバー・リストを取

得できる（Standard&Poor・s社の正式なHP
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図表6 将来CrossCountry研究へのオープン・クエスチョン：国際財務報告の視点

出所：筆者がBarth（［2008］,pp.1175 1176）を参照しながら，CrossCountry研究と結びつけながら，作成。



より取得できないため，国立台湾大学に付属

しているHPを参照）。

http://newweb.management.ntu.edu.tw/

database/DBTAtest/COMPUSTAT/

COMPUSTAT%20%28Global%29%

20Annual%20Data%20Items.pdf

（3）Barth［2008］は，当該雑誌のシニア・エディ

ター，DanDhaliwalの招待の下，投稿された

ものである。彼女は，スタンフォード大学の

教授，IASBのボードメンバー［20012009］，

アメリカ会計学会の次期会長［2013 2014］

である。
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